
 

 

 

第４回官業民営化等ＷＧ 

追加資料要求項目 

（回答） 

 

 

 

厚生労働省 

 



平成１７年度 第４回官業民営化等ＷＧ 追加資料要求項目（厚生労働省） 

 
○ 職業能力開発業務の研修 

 

◆中央職業能力開発協会の総収入額 40.1 億円（16 年度決算）に対応するコストの総額

及び内訳についてお示し願いたい。 

 

◆職業能力開発促進法第 76 条について、国はこの規定がなければ中央職業能力開発協会

に助成を行えないのかご教示願いたい。また、国は他の団体に助成することは可能な

のかについてもご教示願いたい。 

 

◆中央職業能力開発協会の役職員について、天下りの人数・割合・内訳（前職）をお示

し願いたい。 

 

◆協会加盟の 512 会員の内訳について、社名・団体名を含め具体的にお示し願いたい。 

 

◆職業能力開発促進法第 47 条は、非営利法人を対象としているが、この規定に営利法人

を加えることは可能かご教示願いたい。不可の場合には、その根拠をお示し願いたい。 

 

◆キャリア制度の受験者数、合格者数の過去３年間の推移をお示し願いたい。 

 

◆加盟会員を増やすために協会が行っている具体的な努力をお示し願いたい。 

 

◆当該試験の趣旨が、同等の能力を有することを認定することにあるならば、全国で複

数の試験が並立しても良いと考えるが、貴省の見解をお示し願いたい。 

 

○ 労働災害防止に関する情報提供・研修 

 

◆（社）日本能率協会など当該業務を実施している民間法人について、業務運営に問題

が生じていれば、その内容を具体的にお示し願いたい。 

 

◆中央労働災害防止協会の常勤役員の経歴をお示し願いたい。 

 

◆疑似体験（バーチャル・リアリティ）や書籍販売の具体的内容と、国費支出に見合う

だけの労働災害防止効果を発揮していることを実証的に示す資料を提出願いたい。 

 

◆守秘義務を課してまで守るべき秘密とは何か、具体例をお示し願いたい。また、法律

をもって守秘義務を課す意図は何かについてご教示願いたい。 

 

◆中央労働災害防止協会には約７億円の国費が投入されているが、国費投入の対象は当

協会のみに限られているのかご教示願いたい。また、当協会のみに限られていれば、

その根拠もお示し願いたい。 



 

○ 診療報酬の審査・支払い 

 

◆第二基金のような機関を設立する場合の問題点についてご教示願いたい（例えば、守

秘義務を課す必要がある等）。 

 

○ ボイラー・圧力容器の検査・検定 

 

◆ボイラー等の事故について、物的安全性の欠落に起因するものと、検査を行ったにも

かかわらず発生したものに区分して、その割合をお示し願いたい。 

 

◆検査結果の状況を検証して事故を回避することが出来た割合についてお示し願いたい。 

 

◆民間機関の検査・検定業務参入によって、問題が生じた事実があればお示し願いたい。 

 

◆全ての検査・検定機関の料金体系についてお示し願いたい。 

 

◆現行制度は 10 キロ圧以上の検査が自主検査で、それ未満は強制検査であるが、10 キ

ロ圧未満を自主検査にして事後報告とすることに問題があれば、その理由をご教示願

いたい 

 

◆（社）日本ボイラ協会の役員と管理職（部課長以上）のうち、厚生労働省関係者の最

終職歴をお示し願いたい。 

 

以  上 

 



く様式I

E 職業能力開発業務の研修 コ

+中央職業能力開発協会の総収入額40. 1億円 く16年度決算Iに対応するコストの総鍍

及び内訳についてお示し腰いたいo

亡回答コ

別紙1のとおり
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収 入 の 缶

1茎 分 0予弄頓 匂決算額
tSI決井抜と予壬溝

諾芸
の予算額 魯誌用増法頃 く卦予羊現現 ゆ決某鏡

tSl不用萌

く鯛1

会糞収入

墜庫補助金収入

事薫収入

取薫訓練振興事尭収入

技能換定事集収入
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損 益 計 算 書

自J平成16年4月1日
至1平成17年3月31日

中央職弟能力開発協会

く単位こ円1

費 用 収 益

勘 定 科 目 金 額 勘 定 科 目 金 額

経 常 資 用

事 業 費

職業訓練振.興事業費

技能検定事業費

情報資料捷供事業費

図書出版事業費

受託事業費

ノ.

受 託 事 業 費

退職給与引当金繰入

管 理 費

役 職 員 給 与

管 理 諸 費

退職給与引当金繰入

減 価 償 却 費

消 費 税

事業外費用

国 庫 返 納 金

特 別 損 失

国定資産除却損

3,935,281,510

1,035,227,531

395,332,977

561,324,579

37,781,871

40,788, 104

1,712,242,422

1,706,091,354

6,151,068

1,047,017,494

680,302,623

286,610,883

71,668,014

8,485,974

11,505,700

129,238,363

129,288,363

31,528

81,528

当 期 利 益 金 91,840,288

経 常 収

会 費

会

事 巣

益.

収 益

費 収

収 益

職業訓練振興事業収入

技能検走事業収入

情報資料提供事業収入

図書出版事業収入

受託事業収益

受 託 事 業 収 入

補助金収益

国庫補助金収入

事業外収益

受 取 利 息

運 用 収 入

積立金 より 受入

雑 益

4,026,603,326

52,873,000

52,878,000

1,298,445,796

416,598,400

781,633,123

30, 728,730

69,485,543

1,828,063,428

1,828,063,428

888, 130,000

888,130,000

9,591,102

8,

8
7
2
g
8
Z
,
f
z
2
妻
i

合 計 4,026,603,826 合 計 4,026,603, 326

く注1当期利益金 91,340,288円 は1積立金として積み立てることとするo



く様式J

r 職業能力開発業務の研修 コ

+職業能力開発促進法第76条について.国はこの規定がなければ中央職業能力開発協

会に助成を行えないのかご教示原臥1たい.また.国は他の団体に助成することは可能

なのかについてもご教示願いたい.

亡回答コ

職業能力開発促進法第76条の規定については.中央協会が行う織業能力開発事業

の推進を期するため.中央協会に対して.必要な助成を行うことを確認的に規定する

ものである.

したがって,予算措置がなされるならば.当該規定がなくとも助成すること及び他

の団体に対して助成することは可能であるo



く様式I

亡 職業能力開発業務の研修 コ

+中央職業能力開発協会の役職員について,天下りの人数.割合,内訳く前職lを

お示し願いたい.

亡回答コ

1.役員については. 146名 く常勤4名,非常勤142名1であり.このうち国家公務

員OBが10名 くうち所管官庁の出身者5名1となっているところ.

国家公務員OBの前職については.別紙2のとおリ.

2.職員121名の内訳については,国家公務員の出向者13名.国家公務員oB2名.

中央協会採用の職員106名となっているところo



役員の経歴
平成1 7牢4月1日現在

役 職 氏 名 就任年月日 経 歴

理事長 若林 之矩 平成16年7月1日 昭和35年 4月

平成 5年 6月

平成 6年 7月

平成 6牛10月

平成14年 8月

平成14年10月

労働省採用
労働事務次官
労働省退職
労働福祉事業団理事長
労働福祉事業鰭退職
中央職業能力開発協会理事長就任

常務理事 吉村 意治 平成16年7月1日 昭和
平成
平成
平成

9年 4月

2年 4月

4年 7月

4年 7月

労働省採用
労働省職業安定局労働市場センタ-業務呈長
厚生労働省退職
中央職業能カ開発協会常務ヨ里事就任

常務理事 大久保 良香 平成16年7月1日 昭和45年 4月

平成10年 6月

平成12年 8月

平成12年 8月

平成14年 6月

平成14年 7月

労働省採用
労働省労働研修所長
労働省退職
く財l労災保険情報センタ-常務理事
く財J労災保険情報センタ-退職
中央職業能力開発協会常務理事就任

常務理事 前田 充庚 平成16年7月1日 昭和48年 4月

平成14年 8月

平成15年 9月

平成15年10月

労働省採用
厚生労働省労働研修所長
厚生労働省退職
中央職業能力開発協会常務理事就任

監 事
く非常勤1

川酉 利興 平成16年7月1日 昭和37年 4月

平成 3年 6月

平成 4年 7月

平成14年 7月

平成15年12月
平成16年 7月

労働省採用
某京労働基準局長
労働省退職
明治生倫保険 く相l亨霞問
明治生命保険 く相1退職
中央職業能力開発協会監事就任

--,.U
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く無報酬1

役 職 氏 名 就任年月日 経

常任理事
く非常勤1

秋山 芳夫 平成16年7月1日 昭和42年 4月

平成11年10月
平成12牛10月
平成12年11月
平成14年 7月

通商産業省入省
中国通商産業局産業部長
通商産業省退職
社団法人日本産業接械工業会常務理事く現職l
中央職業能力開発協会常任理事就任

常任ヲ聖事
く非常勤1

植松 敏 平成16年7月1日 昭和36年 4月 通商産業省入省
平成 2年 6月 特許庁長官
平成 3年 6月 通商産業省退職
平成 3年 7月 中小企業金融公庫理事
平成 5年 6月 中小企業金融公庫退職
平成 5年 7月 公正取引委員会委員
平成10年11月 公正取引委員会退任
平成11年 9月 日本商工会議所専務理事
平成12年 7月 中央職業能力開発協会常

く現職l

任理事就任

常任理事
く非常勤J

溝口 正仁 平成16年7月1日 昭和44年 4月 運輸省入省
平成 7年 6月 中部運輸局
平成 9年 6月 運輸省退職
平成12年10月 社団法人日
平成13年 5月 社団法人日
平成13年 7月 中央職業龍

次長

本鉄道車柄工業会常務聾事
本鉄道婁繭工菓会専務ヲ聖事く現聴1
力開発協会常任理事就任



く無報酬1

役 職 氏 名 就任年月日 経 歴

理 事
く非常勤I

岡崎 治義 平成16年7月1日 昭和43年 4月

平成 9年 3月

平成10年 4月

平成10年 5月

平成14年 5月

平成12年 7月

建設省入省
建設経済局建設機械課長
建設省退職
社団法人日本建設機械化協会常務理事
社団牲人日本建設機械化協会専務ヲ聖事く現職l
中央職業能力開発協会理事就任

理 事
く非常勤l

菅沼 義夫 平成16年7月1日 昭和37年 4月

平成11年 7月

平成13年1月
平成15年 5月

平成15年 7月

通商産業省
通商産業省
経済産業省
社団法人日

入省
資源エネルギ-統括管理官
退職
本ジュェリ-協会専務理事く現職l

中央職業能力開発協会理事就任

理 事
く非常勤l

榎本 隆 平成16年7月1日 昭和42年 4月

平成 9年 8月

平成11年 6月

平成15年 7月

平成15年 7月

通商産業省入省
貿易局安全保障貿易管理課情報システム調査官
通商産業省退職
社団法人日本縫製機械工業会専務理事く現職J
中央職業能力開発協会理事就任

串公表根拠ニ r特別の法律により設立される民間法人の運営に関する指導監督基準Jく平成14年4月26日閤議決定l



く様式1

E 職業能力開発業務の研修 コ

+協会加盟の512会員の内訳について.社名r団体名を含め具体的にお示し願いた

い.

亡回答コ

平成17年6月現在では,協会加盟は509会員であり.その内訳については別
紙3のとおり.



開発協会
宮城県職業能力開発協会
秋田県職業能力開発協会

開発協会
開発協会

茨城県職業能力開発協会
開発協会

10 群馬 開発協会
11 埼玉県職業能力開発協会
12 開発協会
13 開発協会
14 神奈川県職業能力開発協会
15 開発協会
16 富山県職業能カ開発協会
17 石川 開発協会
18 開発協会
19 開発協会
20 開発協会
21 開発協会
22 開発協会
23 愛知県職業能力開発協会
24 三重県職業能力開発協会
25 滋賀県職業能力開発協会
26 京都府織業能力開発協会
27 大阪府職業能力開発協会
28 開発協会
29 奈良県職業能力
30 開発協会
31 開発協会
32 開発協会

岡山県職業能力開発協会
広 開発協会
山口県職業能力開発協会

開発協会
香川 開発協会

開発協会
高知県職業能力開発協会
福岡県職業能力開発協会

開発協会

熊本県職業能力開発協会
大分県職業能力開発協会

沖縄県職業能力開発協会



企業会員名
日刊労働通信社く棟J

日産自動車く
7了

日清紡緒く株I
ニツセイ同和損害
日東紡績く株I
日本印
く株1日本経済広告社

呆険く株I日本興亜損害
日本人材育成協会

日本精エく
日本たばこ産業く株I

通運く
日本電気く株1

マネジメントセンター
日本マンパワーく棟I

lバソナ
1ピ-エス三菱

く株フ

作所
電信

く株1日立製
日野白動革く
l藤井会盲

富士重工業く
信学院 事務所

クス総合教育研究所I富士ゼ
く株フ

富士電機ホール
妬穣く富士
エアカーゴく
ラツ

レスエ業く
ロフェツシヨナル.ネットワーク

ベーカーズタイムス
険六法 聞

建設エ業く
電器塵業r

マツダく
丸新志

三井住 海上火災
l三井住

呆険く

三菱地所く
銀行ぐ

三菱自動車エ
重工業く

三菱電
l嘗津製作所セイコーエ

く棟Iミ口クr サーピ水ハウスく
lモ-スト.アンド.モア

モリモトE

UFJ信託銀行く

1リコ-祁大同
I大和 リント I労務行政

く棟I労働新く株I

,労働調査会工務店l竹中
タマスく棟J

央労働サ-ビス
l中電エ

橋支店東急観光く
日勤火災保

尿
力く棟1寛京電

l東芝
東電エ

妬績 く棟I

勤車く棟1トヨタ自

野サン ラザ

Iニコー

,ニコン
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く様式J

E 職業能力開発業務の研修 コ

+職業能力聞発促進法第47条は,非営利法人を対象としているが.この規定に営利

法人を加えることは可能かご教示願いたい.不可の場合には.その根拠をお示し

原頁し1たいo

亡回答コ

1.技能検定制度は.労働者の有する技能の程度を検定し.これを公証する国家検定制

度であり.合格した労働者に対する企業の内外の評価が高まることを期待し.また.

このことにより労働者の技能習得意欲を増進させ.労働者の技能の水準の向上を囲る

ものである.特に.日本の企業の多くは.中小企業であり,その数は約480万社.

全企業数の99. 7%.また.雇用労働者の約7割を占めているが.これら中小企業

等においては労働者が身に着けた技能を独自に適切に評価することが困難であるこ

とから.中小企業等において.技能検定制度が活用されている状況であるo

2. -方,その職種については.個々の職業に従事する全ての労働者の技能について総

じて技能検定を実施することが望ましいが.あまりに多数の職種について技能検定を

実施することは現実的にも困難であり,技能検定の目的から見て必要性の高いと認め

られる職種について実施しているところであるo具体的には.業界横断的な基盤的技

能に係る職種く例こ機械加エなどIや.技能の水準が製晶の水準に直結する職種く例こ

建設関係職種l等技能の全国続-的な稚持向上を図る必要がある職種で.中小企業や

中小企業の労働者に必要が高いもの等を実施している.また.国家検定であることか

ら中小企業や中小企業の労働者が利用しやすいよう受検手数料はl受益者負担の原則

から受検者に負担を求めるものの.最小限の水準にとどめていることから.実施機関

において収益は出ないようになっているところである.

3.株式会社等の営利団体が技能検定を実施した場合.利益をあげるために受検者を確

保する必要があるため.受検者の多い地域でのみ試験を集申的に実施する可能性があ

リ,受検地が偏在し,受検者の利便性の観点から受検機会の公平な確保を担保し難く

なるおそれがあるoなお.万-,試験を実施する営利団体の経営が悪化し.事業とし

ての採算性が合わなくなった場合I技能検定試験業務の継続を断念せざるを得なくな

るが.このことは,その後実質的に当該職種の技能検定が実施されなくなることにつ

ながりかねないものであり.こうした事態は.労働者,特に中小企業における労働者

の技能と地位の向上を園る上で大きな障害となりかねないo



4.なお,国家検定である技能検定制度以外で.民間団体が各種の試験を実施すること

は何ら妨げられているものではない.



く様式l

E 職業能力開発業務の研修 コ

+ビジネス.キヤリア制度の受験者数,合格者数の過去3年間の推移をお示し願い

たいo

亡回答コ

平成14年度 平成15年度 平成16年度 計

ビジネス.キヤリア.ユニツト
試験受験者数 く人I

23,315 23,483 22,033 68,831

ビジネス,キヤリア.ユ二ツト
試験合格者数 くJJ

13,387 12,495 10,709 36,591

ビジネス.キヤリア.マスタ-
試験受験者数 く人つ

1,050 856 695 2,601

ビジネス.キヤリア.マスタ-
試験合格者数 く人l

305 205 16了 677

注 ビジネス.キヤリア制度は,ホワイト力ラ-の職務分野く10分野I毎に.その職務遂

行に必要な専門的知識を163単位くユ二ツトlに分類し.各単位毎に学習すべき知識等

の内容を体系化したもの.

E体系化された10の職務分野コ-0人事.労務.能力開発,く21経理.財務. 61営業.

マ-ケテイング. 6,生産管理, CSJ法務r総務, 61広報r広告,母物流管理1 61情報.

事務管理.く91経営企画,く診国際業務

Eユニツト く例1コ人事基礎.簿記.マ-ケテイング概要等

ユニツト試験こ初級 く実務経験3年以上l.中級 く同5年以上lに分かれておりI

ユニツト毎の試験となっている.

マスタ-試験ニ実務経験7-10年以上を想定.職務分野毎の試験となっているo



く様式I

r 職業能力開発業務の研修 コ

+加盟会員を増やすために協会が行っている具体的な努力をお示し願いたいo

亡回答コ

1.中央協会が実施している各種事業について.積極的に周知を図ることにより.職業

訓練及ぴ職業能力検定の推進のための活動を行う全国的な団体や企業等に.協会事業

-の理解を深めていただき.その趣旨に賛同し.会員としてご加入いただいていると

ころであるo

2.会員数を増やすために.具体的には.

0中央協会が実施して.いる各種セミナ-.イベントに参加いただいた企業に対する会
員制度の周知.

el中央協会のホ-ムペ-ジにおいて.最新の協会事業の情報を発信するとともに会員
制度の周知を囲ること.

く診中央協会,都道府県協会における企業等に対するパンフレツト等の配布等による周
知1

61関係機関等-のパンフレツトr7Ftoスタ-の配布による幅広い周知.
等の取組みを実施しており.協会役職員が会員数を常に意識し.その拡大に努めてい
るところである.

また,ここ数年.若年者対策に力を入れていることもあり,大学.短大等の教育関
係機関に対する周知にも力を入れており,大学r短大等が会員として加入するケ-ス

が出始めているく例ニ法政大学キヤリアデザイン学会.湘北短期大学.産業能率大学l

東海学園大学J .

3-.しかしながら.以下の理由から会員数についての大幅な拡大は難しいところである.

0中央協会の主な会員が職業訓練及び職業能力検定の推進のための活動を行う全国
的な団体や企業等であり.その母数が限られること く全国的な団体や企業以外は.

各都道府県協会の会員となることが多い,

el全国的な団体.企菓の合併による会員数及びその母数の減少がみられること

Ql厳しい企業の経営環境により経費削減の-環として.退会をする企業も-部見られ
ること

く参考l会員構成

都道府県協会こ47 団体こ338 企業ニ124 くH17.6月現在l




